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様式例（法第 31条第３項第３号及び施行規則第 24条関係） 

 

○ 役職員等名簿 

１．役員 

（ふりがな） 

役 職 職 業 

前事業年

度におけ

る報酬の

有無 

（該当に

〇印） 

差止請求に係る相手方である事業者等と特別の

利害関係を有する場合の措置が講じられた場合

における当該措置の内容 
氏 名 

たけい ともお 

  理事長 

・市民総合法律事務所 所長 弁護士 

・株式会社テイン 取締役 

・横浜地方裁判所 民事調停委員 

・横浜簡易裁判所 民事調停委員・司法委員 

有 ○無   該当する場合が生じていない 
武井 共夫 

かみむら まさゆき   

  副理事長 
・司法書士上村政行事務所 所長 

・公益財団法人横浜市消費者協会 理事 
有 ○無   該当する場合が生じていない 

上村 政行 

すずき よしひと 

  副理事長 ・渋谷公証役場 公証人 有 ○無   該当する場合が生じていない 
鈴木 義仁 

にわの ふみお 

  副理事長 

・神奈川県生活協同組合連合会 代表理事専務 

・神奈川県ユニセフ協会 理事 

・公益社団法人フードバンクかながわ 理事 

・神奈川県消費者団体連絡会 事務局長 

有 ○無   該当する場合が生じていない 
庭野 文雄 

ありた よしこ 

  理事 

・主婦連合会 常任幹事 

・神奈川消費者団体連絡会 幹事 

・コンシューマーズかながわ 幹事 

有  ○無   該当する場合が生じていない 
有田 芳子 
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・特定非営利活動法人 

日本メディエーションセンター 清算人 

・一般財団法人ベターリビング 理事 

・公益財団法人住宅リフォーム・紛争処理センター 

 理事 

・公益財団法人日本クレジットカウンセリング協会 

 理事 

・高圧ガス保安協会 理事 

まつい ひろこ 

  理事 
・司法書士松井弘子事務所 所長 

・横浜家庭裁判所 家事調停委員 
有  ○無   

 

 該当する場合が生じていない 

松井 弘子 

やの ひろみ 

  理事 

・特定非営利活動法人 

神奈川県消費者の会連絡会 代表理事 

・横浜家庭裁判所 家事調停委員 

・厚木簡易裁判所 民事調停委員 

有  ○無  

 

 該当する場合が生じていない 

矢野 裕美 

こんどう まさこ 

  理事 

・横須賀市消費生活センター 消費生活相談員 

・独立行政法人国民生活センター  

            休日相談担当相談員 

有  ○無  

 

 該当する場合が生じていない 
   近藤 雅子 

かんの しゅうさく 

 

  理事 ・神奈川県労働者福祉協議会 事務局次長 有 ○無  

 

 該当する場合が生じていない 

   菅野 秀作 

おの  ひとし 

  理事 
・小野仁司法律事務所 所長 

 
有 ○無  

 

 

該当する場合が生じていない 

  

  小野 仁司 

やぎした のぶひろ   理事 ・生活クラブ生活協同組合 常務理事 
有  ○無  
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柳下 信宏 

・オルタスクエア株式会社 取締役 

・株式会社オルタフーズ 監査役 

・ワーカーズ・コレクティブ共済株式会社 

 取締役 

・一般社団法人市民セクター政策機構 理事 

・株式会社ウエルライフ 代表取締役 

・公益財団法人かながわ生き活き市民基金 理事 

・一般財団法人生活クラブ福祉事業基金 理事 

該当する場合が生じていない 

ふるや たかひろ 

 理事 ・司法書士古屋貴弘事務所 所長 有 ○無  

 

 該当する場合が生じていない 

古屋 貴弘 

いのうえ しんじ 

 理事 

・生活協同組合パルシステム神奈川 

業務執行理事 

・一般財団法人神奈川ゆめ社会福祉財団 

 専務理事 

有 ○無  

 

 該当する場合が生じていない 

井上 晋次 

よしの なおこ 

 理事 
・横浜法律事務所 パートナー弁護士 

・日本弁護士連合会 副会長 
有 ○無  

 

 該当する場合が生じていない 

芳野 直子 

さくらい のぶこ 

 理事 

・生活協同組合ユーコープ  

執行役員かながわ県本部長 

・神奈川県生活協同組合連合会 理事 

・公益社団法人フードバンクかながわ 理事 

有 ○無  

 

 

 該当する場合が生じていない  櫻井 展子 

たさか みさこ 

 理事 ・鎌倉市消費生活センター消費生活相談員 有  ○無  

 

 該当する場合が生じていない 
 田坂 美砂子 
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   いとう  みほ 

監事 ・伊藤美穂税理士事務所 所長 有  ○無  

 

 

該当する場合が生じていない 
  伊  美穂 

なわしまたかこ（しろたたかこ） 

監事 
・城田法律事務所 所長 

・横浜家庭裁判所 家事調停委員 
有  ○無  

 

 

該当する場合が生じていない 
縄嶋 孝子 

（通称：城田孝子） 

 

 

２．職員 

氏 名 役 職 職 業 

前事業年度にお

ける報酬の有無 

（該当に〇印） 

差止請求に係る相手方である事業者等と特別の利害関

係を有する場合の措置が講じられた場合における当該

措置の内容 

あまの まさお 

事務局長  弁護士 ○有   無  該当する場合が生じていない 
天野 正男 

にしむら まこと 

 事務局員  弁護士 有  ○無   該当する場合が生じていない 
西村 誠 

まつい ひろこ 

 事務局員  司法書士 有  ○無   該当する場合が生じていない 
松井 弘子 
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よしはら まさと 

 事務局員  司法書士 ○有   無  該当する場合が生じていない 
吉原 真人 

やすえ みつお 

  

事務局員 

  

なし 

 

有  ○無  

 

 該当する場合が生じていない 

安江 満雄 

やまうち きよし 

 事務局員  なし ○有   無 

 

 該当する場合が生じていない 

山内 潔 

  ふじた やよい 

事務局員 

 

特定非営利活動法人消費者

支援かながわ 

 

○有   無 

 

 該当する場合が生じていない 

藤田 やよい 

 

３．専門委員 

氏 名 役 職 職 業 

前事業年度におけ

る報酬の有無 

（該当に〇印） 

差止請求に係る相手方である事業者等と特別の利害関

係を有する場合の措置が講じられた場合における当該

措置の内容 

にしもと あきら 
検討委員会 

委員長 
   弁護士 有  ○無   該当する場合が生じていない 

西本 暁 

かわだ なおこ 

検討委員会委員    弁護士 有  ○無   該当する場合が生じていない 
川田 奈保子 
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かとう たけお 
 

検討委員会委員 

    

弁護士 

 

有  ○無  
 該当する場合が生じていない 

加藤 武夫 

たかはし よしただ 

検討委員会委員 
    

弁護士 

 

有  ○無  
 該当する場合が生じていない 

高橋 義忠 

いのうえ たつのり 

検討委員会委員    弁護士 有  ○無  

 

 該当する場合が生じていない 
井上 辰規 

いとう まさひろ 

検討委員会委員    弁護士 有  ○無  

 

 該当する場合が生じていない 

伊藤 正篤 

みつまつ かずのり 

検討委員会委員    弁護士 有 ○無  

 

 該当する場合が生じていない 

満松 和憲 

かいせ たかお 

検討委員会委員    司法書士   有 ○無  

 

 該当する場合が生じていない 

貝瀨 隆男 

ながい のりゆき 

検討委員会委員    司法書士   有 ○無  

 

 該当する場合が生じていない 

永井 寛之 

かみむら まさゆき 

検討委員会委員    司法書士   有 ○無  

 

 該当する場合が生じていない 

上村 政行 
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りょうば ゆうじ 

検討委員会委員    司法書士   有 ○無  

 

 該当する場合が生じていない 

猟場 裕二 

たかぎ しんじ 

検討委員会委員    司法書士   有 ○無  

 

 該当する場合が生じていない 

髙木 真治 

さかもと えみ 

検討委員会委員  消費生活相談員   有 ○無  

 

 該当する場合が生じていない 

坂本 恵美 

すずき みか 

検討委員会委員   消費生活相談員   有 ○無  

 

 該当する場合が生じていない 

鈴木 美香 

たさか みさこ 

検討委員会委員   消費生活相談員  有  ○無  

 

 該当する場合が生じていない 
田坂 美砂子 

むらかわ まりこ 

検討委員会委員   消費生活相談員 有  ○無  

 

 該当する場合が生じていない 

村川 まり子 

こんどう まさこ 

検討委員会委員   消費生活相談員 有  ○無  

 

 該当する場合が生じていない 
近藤 雅子 

すぎやま なおみ 

検討委員会委員   消費生活相談員 有  ○無  

 

 該当する場合が生じていない 
杉山 奈緒美 
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注１ 用紙の大きさは，日本産業規格Ａ列４番とすること。 

 ２ 「差止請求に係る相手方である事業者等と特別の利害関係を有する場合の措置が講じられた場合における当該措置の内容」については、当該役員、

職員及び専門委員について業務規程に定める役員、職員又は専門委員が差止請求に係る相手方である事業者等と特別の利害関係を有する場合の措置が

講じられた場合における当該措置の内容を記載し、差止請求に係る相手方である事業者等と特別の利害関係を有する場合等の場合が生じなかった場合

には、「該当する場合が生じていない」と記載すること。 

 ３ 役員の「職業」については，役員が兼職している場合には，兼職先と当該兼職先における役職等も漏れなく記


